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Ｉ．はじめに
わが国で，夫などの親密な関係にある男'性からの女性に対する暴力として，
ドメスティックバイオレンスの問題点が認識されてきたのは，ごく最近のこ
とである。ドメスティックバイオレンスは，これまで家庭の壁に閉ざされ，
その存在さえも認識されてこなかった。これまでわが国では，夫による暴力
は，わが国の男性の暴力を容認する社会意識から，夫婦喧嘩の一態様として
しか考えられてこなかった。こうした社会状況のもとでは，夫の暴力に悩む
女性が周囲の人間に相談しても，忍耐を求められるか，反対に女Ｉ性の夫に対
1６２
する対応について諭されるだけで，周囲の理解を得ることとは非常に困難で
あった。そして女性が意を決して，夫の暴力に対する対応を，司法制度に求
めても，「法は家庭に入らず」の名目で，司法制度は充分に機能しなかった。
たとえば，被害者が，夫の暴力について警察に対応を求めても，わが国の警
（１）
察は対応が遅く1慎重であり，積極的に行動しない。その結果，被害者の死亡
という最悪な状況さえも引き起こしている。また家庭裁判所に離婚の調停を
求めても，調停委員，裁判官から，夫の暴力を容認する価値観を押しつけら
れたりする。被害者の女`性が弁護士に依頼した場合でも，自分の代理人の弁
（２）
護士からも充分に理解されずわがままと半I断されたりする。このように，本
来，人権侵害を救済すべき司法制度さえも，夫の暴力による被害者に対して
は，十分な救済の手をさしのべていない。以上のように司法制度による救済
を期待できない現在の状況では，夫の暴力から逃れるには，民間の暴力防止
機関の役割が重要であるが，わが国では，数も規模も小さく，また国や自治
（３）
体力１援助をしているケースは，非常に少ない。
筆者は，2000年３月末，イタリアのローマの女性に対する暴力を防止する
ための民間組織を訪問した。ひとつは全国組織テレフォノローザ（Telef‐
（４）
onoRosa）でありもうひとつは，緊急避難場所（いわゆるシェノレター）の
提供による援助活動を行なうディファレンツァドンナ（DifferenzaDonna）
である。テレフォノローザで入手した統計は，イタリア全土のドメスティッ
ク・バイオレンスの公的調査がなされていない現状では，全国的統計として
は現段階では唯一のものとして報告する意味があると考える。またディファ
レンツァドンナの活動は，ローマ県やローマ市より運営費の全額援助を得て，
シェルター活動の他，警察や学校などへの教育など多彩な活動を行っている。
イタリアでは，これら民間の援助組織が活発な活動を展開し，政府や自治
体の経済的援助を得て，現在では，警察に対するセミナーや子どもたちへの
教育活動を行い，またドメスティック・バイオレンスについての立法に対し
ても大きな影響を及ぼしている。そこで，イタリアの民間組織の活動状況お
よびその活動の過程で直面している問題について知ることは，わが国のドメ
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１６３
スティック・バイオレンスの問題の解決にも有意義と考えて報告するもので
ある。
（１）戒能民江「ドメスティック・バイオレンスと性支配」岩波講座現代の法１１
（1997年）298頁。
（２）戒能・前掲書299頁，ドメスティック・バイオレンス国際比較研究会編『夫・
恋人からの暴力』（2000年）４２頁。
（３）民間の施設は，全国でも20程度しかない（神奈川県立女性センター『｢女性へ
の暴力」に関する調査研究報告書』1999年99頁。
（４）世界の女性の人権状況についてのアメリカの国務省の調査報告書「なぐられ
る女たち世界女性人権白書」東信堂（1999年）のイタリアの項（141頁）では，
ＮＧＯの組織として「テレフォノロッソ（TelefonoRosso)」が紹介されているが，
筆者が現地でテレフォノローザなどのＮＧＯの組織に確認したところによると，テ
レフォノロシソはテレフォノローザの誤まりであろうという指摘であった。
Ⅱイタリアにおけるドメスティック・バイオレンスに
対する法的対応の流れ
イタリアでも，夫やパートナーによる暴力は，長い間，社会的な問題とは
とらえられてこなかった。第三者による女性に対する性暴力である強姦罪も，
人の自由に対する犯罪ではなく，公道徳および良俗に対する犯罪として刑法
典上も規定され，さらに夫の妻に対する暴力は，家庭の壁の内側の私的な問
題として理解され，法制度の介入を求める公的社会的問題ではなかったので
ある。それはかつてのイタリア社会においては，家父長制により妻が家長に
従属していただけでなく，婚姻についてカトリックの厳格な男性優位の道徳
（１）
が支配していたため，夫の妻に対する暴力は問題にされて来なかった。そし
て夫の妻への暴力の存在が問題となった場合でも，暴力の原因については，
アルコール，ノイローゼ，精神障害を原因とする個人的または精神病理的問
（２）
題として理解されるか，あるいは人間の本能の観点から，男性力x攻撃的なの
は，種を創造する男性ホルモンの働きとして，正常なことであると考えられ
た。また夫による妻への暴力を個人的問題ではなく社会的問題として理解す
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る立場でも，暴力の原因を，下層無産階級のような一定の環境に限定してと
らえていた。さらに，暴力の被害者の女性については，暴力を受けて当然な
（３）
ほど問題のある女性ｶﾕ，またはマゾヒストの女性と理解された。しかしこの
ように夫の妻に対する暴力が社会的に問題とされること自体が稀なことであ
った。このように法的社会的に夫の暴力が容認されていたという点について
は，1981年に廃止されるまで，名誉が侵害された場合には，刑の減軽を受け
ることにより，結果的には女↓性の家族を男性（夫，父親，兄弟）が事実上殺
害することが認められていたという名誉を原因とする犯罪（ildelitto
（４）
ｄ，onore）カゴ存在したことからも明らかである。
このようにイタリアでも夫やパートナーによる暴力は，長い間家庭の壁の
中に閉じこめられてきたが，女性に対する性暴力についての刑法典の改正の
動きの中で，イタリアでもドメスティック・バイオレンスの問題が社会的に
認知されるようになった。1930年に制定された刑法典は，前述したように女
性に対する`性暴力の犯罪である強姦罪を，人に対する犯罪ではなく公道徳お
よび良俗に対する犯罪と規定していたため，1970年代末ころから刑法典改正
のための女性の運動が起こった。その後20年の長い時間を経て1996年ようや
（５）
く強姦罪の規定が人の`性的自由に対する犯罪として大幅に改正された。この
強姦罪規定の改正の背景については，ひとつには，中道左派連合のプローデ
ィ政権の発足をあげることができるが，さらに女性への暴力を許さないとい
う国際的流れも無視することはできない。1995年に開かれた北京の世界女性
会議で，「女`性に対する暴力」が重要課題の一つとして採り上げられたこと
は，イタリアにおける強姦罪の規定の改正を促進し，また家庭の内外を問わ
ない女性に対する暴力の問題を解決することがプローディ政権の課題となっ
（６）
た。そしてまず着手されたのが，家庭の中の児童に対する暴力の問題であっ
たが，政府が児童や女性に対する暴力の防止に向けて，具体的な行動を起こ
す誘因となったのは，民間団体の活発な活動によるものである。民間の女性
団体は，まず児童に対する虐待を防止するための活動を展開したが，その後
その活動が評価されて，州，県，市など自治体の財政援助を促す成果を得た。
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たとえば，1983年にはポルツァノ県に，1993年にはローマの位置するラツィ
オ州で，ついでトスカーナ州でも，女性または子どものための暴力防止組織
の制度に資金援助するための州法が可決された。さらに他の州でも地方自治
体の資金援助により暴力防止組織が開設された。とくにエミリァ・ロマーニ
ャでは，５つの暴力防止組織が開設され，活発な活動を展開している。この
ように民間の女性団体は，それまでの経験や知識，計画をもとに児童への暴
力の廃絶に向けて地方自治体と協力関係を築き効果的な活動を展開して行っ
（７）
た。
イタリア政府も，1989年に子どもの権利条約を締結したことや上記の民間
団体や自治体の活発な活動を受けて，1996年には虐待の被害者の子どもの保
護計画を作成し，1997年には，社会事業省は子どもや青少年のための行動計
画を作成した。そして同年に未成年の子と困難な状況にある女'性のためのシ
ェルターについての地方の計画のために国の資金を援助する法が可決された。
この資金援助により，サッサーリやイセルニアなどに暴力を受けた子どもや
女性のための暴力防止センターが開設されている。そして政府や地方自治体
の資金援助を受けて，そして児童への暴力の防止に向けた活発な民間の女性
（８）
団体の活動は，さらに女性に対する暴力阻止のための活動に発展していく。
そしてこうしたイタリアの民間機関の暴力防止の活動は，1996年に欧州連
合（ＥＵ）の内部のヨーロッパ委員会の司法の部で計画されたダフネ
(Dafne）プロジェクトによりさらに発展していくことになる。ダフネプロ
ジェクトは，子ども，青少年，女性への暴力を阻止するための活動を活発に
行っているイタリア，フランス，ベルギー，イギリスの四カ国に資金援助を
与え，司法や警察，社会衛生サービスの対応に対する問題点を指摘するため
（９）
のプロジェクトである。そしてこのダフネプロジェクトに呼応して，ヨーロ
ッパ議会は暴力防止のためのゼロトレランス（ZeroTolerance）のキャン
ペーンを提起し，暴力防止活動への従事者の育成，警察の適切な仲裁，暴力
をふるう男性の再教育，人身売買に反対する計画，新しい調査の準備などに
資金援助を行っている。
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こうした民間団体や地方自治体の活動は立法にも影響を与え，1997年には
家庭内の暴力について暴力の加害者である男性を家族の家から隔離して，許
可なしに接近することを禁止する命令を発する権限を裁判官に与える｡家族
関係における暴力に対する措置”法案が上院の司法委員会で可決され，現在
では下院で審議が続けられている状況である。
このように民間の女性団体による暴力防止活動は，政府や地方自治体など
の公的機関からもその活動は評価され，暴力の防止についての公的サービス
の人材の育成を委ねられ，また特別なプロジェクトを公的機関と共同で行っ
ている。しかしその一方で自治体などの公的機関がセンターの経験や知識や
業務を奪い民間の団体の存立を危うくしているという傾向もあり，また政府
や国際的な機関から資金援助を得られる場合には，これまで暴力の防止活動
に関心のなかったグループが参入するにいたっているなどの問題点も指摘さ
（】の
れている。
（１）PatriziaRomitqModidiconoscereepratichesociali,inViolenzaAlle
DonneERisposteDellelstizioni,FrancoAngelli2000,ｐ９．
（２）ibidem．
（３）ibidem．
（４）ibidem．
（５）イタリアの強姦罪規定の改正については，椎名規子「性的自由と性暴カー
1996年イタリア刑法典強姦罪規定の改正をとおして」専修総合科学研究第六号
（1998年）参照。
（６）VittoriaTola,RispostelstizionaliallaViolenzacontroledonneinltalia，
ｉｎＶｉｏｌｅｎｚｅＡｌｌｅＤｏｎｎｅＥＲｉｓｐｏｓｔｅＤｅllelstizioni，FrancoAngelli2000,ｐ,２０５
ｓＳ、
（７）AnnaCostanzaBaldry,LaViolenzaDornesticalnltalia,AssociazioneDif‐
ｆｅｒｅｎｚａＤｏｎｎａ．
（８）AnnaCostanzaBaldry,ibidem．
（９）PatriziaRomito,Contrastarelaviolenzamaschile：passiavantiepassiin‐
dietroinEuropa，LeconclusionidelRapportoDafneinViolenzaAlleDonne
ERisposteDellelstizioni,FrancoAngelli200qp209ss.
(10）PatriziaRomito,ibidem．
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Ⅲ全国組織テレフォノローザの活動および調査結果
筆者は，全国的に女性の暴力防止のために活動し，ローマに本部を置くテ
レフォノローザ(TelefonoRosa）のトーニ・ペトルッチ（ToniPetrucci）さ
んと弁護士として活動に協力するマリア・デイ・スチッロ（MariaDiSciullo）
さんにインタビューを行った。
テレフォノ・ローザは，ジャーナリストのジュリアナ・ダル・ポッゾ
(GiulianaDalPozzo）を中心に，女Ｉ性の生の声に耳を傾け，潜在化してい
る女性への暴力を調査により明らかにし，問題を解決するために1988年に誕
生した。初めは，５人のボランティアから出発したが，その後1990年には，
トリノ，ヴェローナ，ヴィチェンツァ，マントヴァに支部を置き，民事や刑
事の法的問題，経済的問題，心理的問題に関する専門家が，電話や面接によ
る助言相談活動を行っている。援助を求める女性の数は，年々増加しており，
テレフォノ・ローザは，この10年間には，250,000人の女性の抱える問題に
接している。電話に応えるボランティアは，６０人おり，テレフォノローザの
研修コースを受けている。
テレフォノローザが1997年に女性の暴力について，イタリア全土からテレ
フォノ・ローザに援助を求めてきた1800人の女性について行った調査の結果
（１）
は次のとおりである。ドメスティックバイオレンスについての国による全国
調査は行われておらず，全国的な調査はこのテレフォノ・ローザによるもの
だけである。
①1800人の内訳
北部中心部
254人373人
11.8％21.2％
②暴力を受けた年齢
１８歳以下（5.5％）
南部
337人
１８．２％
島部
228人
9.8％
合計
1800人
100％
ローマ
608人
39.0％
１９歳から24歳まで（8.0％）２５歳から34歳まで
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（23.6％）３５歳から44歳まで（29.7％）４５歳から54歳まで（20.9％）
５５歳から64歳まで（9.6％）６５歳以上（2.5％）
③暴力を受けた女｣性の職業
事業経営者（0.6％）自由業（1.6％）管理職（1.1％）教師（4.4％）
商人（2.2％）職人（1.7％）会社員（17.0％）作業員（5.1％）家
政婦（4.1％）主婦（34.3％）学生（10.1％）年金生活者（4.4％）
失業者（9.8％）その他3.0％
④暴力を受けた被害者の民事的地位
独身（16.9％）婚姻状態(52.3％）別居状態（15.3％）離婚（2.8％）
共同生活（12.6％）
⑤被害者について子どもの有無
子どもはいない（22.2％）子どもがいる（76.9％）
⑥暴力の種類
肉体的暴力（55.5％）経済的暴力（34.9％）心理的暴力（85.0％）
非扶養（8.9％）セクシャルハラスメント（3.9％）性的暴力（3.5％）
遺棄（4.0％）その他（0.6％）
⑦暴力の数
一度（4.6％）数回（13.3％）頻繁（819％）
⑧被害者の対応
何もしない（54.1％）医師の診療を受ける（6.2％）病院の診療を受
ける（9.2％）心理カウンセラーに相談（2.5％）教会関係者に相談
（3.2％）家族に相談（8.0％）友人に相談（4.6％）警察に相談
（12.0％）弁護士に相談（10.1％）裁判官の下に行く（2.3％）その
他（0.7％）
⑨暴力の加害者の態様
夫（64.8％）共同生活者（12.9％）婚約者（8.7％）父親（2.6％）
子ども（1.6％）友人（2.7％）親類（11％）見ず知らず（0.5％）
同僚（1.3％）上司（1.2％）母親（0.4％）その他（1.3％）
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⑩加害者の職業
事業経営者（3.0％）自由業（13.3％）管理職（6.8％）教師（2.7％）
商店（9.6％）職人（4.8％）会社員（19.1％）作業員（15.6％）学
生（2.4％）年金生活者（7.7％）失業者（6.6％）警察（3.3％）そ
の他（4.1％）
⑪暴力の原因
アルコール（14.0％）薬物（3.7％）特になし（81.8％）
（１）LeVociSegreteDellaViolenza,1997,TelefonoRosa
Ⅳ、ローマのシェルターのディファレンツァドンナの活動
筆者は，ローマで相談活動だけでなく女Ｉ性の緊急一時避難所（シェルタ
ー）の提供による援助活動も行う民間組織ディファレンツァドンナを訪ね，
その責任者のオリア・ガルガーノ（OriaGalgano）さんとボランティアの
ヴィヴィアーナ・ストラッチャ（VivianaStraccia）さんにディファレンツ
ァドンナの活動について以下のようなインタビューをすることができた。
（１）ディファレンツァドンナの組織と活動
１．組織
ディファレンツァドンナ（L'AssociazioneDifferenzaDonna正式名称
AssociazionediDonnecontrolaviolenzaalledonne）は，男性の横暴や
暴力から女性を保護し，さらに女性の権利を促進するためにローマで10年以
上活動している団体である。前述のテレフォノローザの活動が相談調査活動
を中心とするのに対して，ディファレンツァドンナはより積極的にシェルタ
ー活動も行っているのが特徴である。ディファレンツァドンナは，創設は
1989年であるが，1992年からローマ県の援助を得て，夫の暴力を受けた女‘性
のための県の緊急一時避難場所（シェルター）を開設し，さらに1997年から
1７０
はローマ市からも援助を得て，もうひとつ新たに市のシェルターを開設運営
している女性団体である。ローマ市が女’性に対する暴力防止のためのセンタ
ー（シェルター）を開設するにあたっては，民間の女性団体一般に公募を行
ったが，結局それまでのディファレンツァドンナの活動が評価されてディフ
ァレンツァドンナが市のセンターの運営をまかされることになったものであ
る。資金については，シェルターの建物を県および市から借り受けているほ
（１）
ｶﾕ，必要な資金はすべて県，市の援助によって運営されている。センターで
業務を行っているのは，ディファレンツァドンナのボランティアのメンバー
である。これらのボランティアは，自らの女性に対する暴力についての偏見
を取り去るために，センターの９カ月の間の実習コースを終えなければ活動
に従事できないが，一度コースを終了しても，継続してコースに参加しなけ
ればならない。またディファレンツァドンナのセンターは，１o人の民事刑事
の弁護士および心理士の協力を得ている。心理士の科学的な報告は，精神的
に後遺症を受けたことを裁判で立証する際に非常に有用となっている。
２．活動目的
ディファレンツァドンナのセンターの活動の目的は，被害者の女性自身が，
自らの力で暴力から解放され平和な生活を築くため勇気を回復して行動する
ことをディファレンツァドンナが助けることである。この女性自身が自らの
力で自立して行動を起こすことを専門家の助言やセンターの経験知識によっ
て側面から援助するという点が，これまでの援助活動それ自体に中心を置く
（２）
他の女性団体の活動と決定的に異なる点である。センターは，助けを求めて
きた女性に対して，この行動目的に従って，センターに滞在している１００曰
以内に，暴力から逃げ出す具体的なプロジェクトを女性自身に作成させる。
それは，女性が自ら受けた暴力の歴史を振り返ることにより，それまで暴力
の原因は自分にあると思いこみ自分に自信を持てないでいた女性を内側から
変革に導くためである。ドメスティックバイオレンスのケースは，被害者の
女性は加害者の男性から自分に非があるから暴力がふるわれると思い込まさ
れていることが多い。そこで女性自身が内部から変革されないかぎり，援助
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１７１
機関により暴力から救いだされても常に女性は受動的な状況に置かれ，根本
的な解決とはならないという。
そして女性の救済にあたっては，センターは，ドメスティック・バイオレ
ンスの問題解決のリスクを被害者の女性ではなく，加害者の男性に負わせる
方向での活動を今後重視していく必要があると考えている。すなわちドメス
ティック・バイオレンスの責任は，これまで一般的に女‘性に責任があると考
えられてきたが，真の責任は加害者の男性にある。この点に注目すれば，こ
れまでのドメスティック・バイオレンスの解決の方法は，女性を現在の住居
から隔離するという方法が中心であったが，今後は，加害者の男性が現在の
住居を離れるというリスクを男性に負わせる方法が採られるべきと，ディフ
ァレンツァドンナは考えている。女性が男性の元から逃げ出すことができな
い大きな原因は，住居を失うことや子どもと離れることへの不安である。デ
ィファレンツァドンナは，被害女性の救済のためにも，今後はドメスティッ
クバイオレンスの救済のリスクを被害者の女`性ではなく，加害者の男性に負
（３）
わせる方向での解決ｶｺﾞ必要と考えている。
３．活動内容
①（女`性への援助活動）ディファレンツァドンナは，男性による暴力に
対する救済のための以下の活動を行うが，センターは24時間365曰開かれて
（４）
おり，電話サービスも24時間行われている。なおﾎﾟﾘ用者のﾎﾟﾘ用代金は無料で
100日までセンターでの滞在が可能である。
・センターに援助を求めてきた女性との面接，相談，調整
・別居や離婚や子どもの親権を得るための専門家の民事的助言や援助
・売春の搾取や強姦，暴行，虐待の犯罪のための刑事の専門家の助言や援
助
。受けたトラウマによる被害についての心理学的な専門家の助言
・親権の濫用のケースについての助言
。著しい危険な状態にあり，家を逃げることを強いられ保護が必要な女性
や子どものための宿泊
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・売春宿から逃亡し，生命に危険を生じている女性のための宿泊
②（警察，社会福祉関係への研修）さらにディファレンツァドンナの活
動で注目されるべきであるのは，数年前から，女性に対する暴力の問題につ
いて，警察や社会福祉関係者のために研修を行っていることである。イタリ
アでも，家庭内の暴力については，警察や社会福祉関係者は，介入をためら
うことが多く，その結果，殺人などの重大な事態を引き起こすこともある。
ローマでも，１０年前には警察は夫の妻に対する暴力に理解がなく，夫婦間に
介入するのを避けていたが，最近では，ローマでは，センターは警察との協
力関係を築くことができ，女性から，夫の暴力についての緊急連絡が警察に
入った場合には，警察からセンターに連絡が入るようになっている。また社
会福祉関係者も，以前は女性に元の生活に戻るよう説得する傾向があり，セ
ンターと対立する状況にあった。しかし社会福祉関係者への研修の結果，社
会福祉関係者もドメスティックバイオレンスについて正しい理解をするよう
になり，現在では協力関係を築いている。さらにセンターは，国内の他の地
域の暴力防止センターで働こうとしている新人の従事者の育成をも行ってい
（５）
る。
③（暴力防止のための教育活動）ディファレンツァドンナのもうひとつ
の重要な業務は，起きた暴力に対する援助だけでなく，事前の暴力の予防の
ための活動である。もし暴力の世代間連鎖の輪を切断しないと，現在の暴力
的な子どもたちが，成人して暴力をふるう男性に成長する危険があるため，
子どもの段階の暴力の芽を摘む必要があるのである。暴力の防止のためには，
子どもの段階からの暴力の予防のための教育が必要なので，ローマ県やロー
マ市，さらに国内の他の地域で，学校における暴力主義（bullismo）の問
（６）
題を採り上げて暴力の防止のための生徒のための学習コースを行っている。
４．啓蒙活動
またセンターは，暴力や女性の権利，強制売春の問題について議論を提起
し，出版し，会議の開催や組織の設立を推進し，被害者の権利を守るために
裁判手続を援助している。これらの活動の目的は，社会一般だけでなく被害
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１７３
者の女性自身にも，男性の暴力が個人的問題と考えられて文化的社会的問題
であるとされていないために，暴力の問題の正しい理解のために世論を喚起
するということである。またもうひとつの目的としては,，地方自治体や国
の意識を喚起し，暴力の被害者である子どもや女性のために，地方自治体や
（７）
国の帝1度のサービスと協力して活動することである。
（１）センターは，ローマの中心部からもそれほど遠くない場所に位置しており，
四階建のコンクリートの建物である。以前は県の施設として使用されていたとい
うことで堅牢なものであるが，表札はディファレンツァドンナの名が記されてお
り，所在を明らかにしていた。イタリアの他の地域では所在を秘しているセンタ
ーもあるということであるが，ディファレンツァドンナは警察との協力関係もあ
り，特に危険な事態ということは経験していないということであった。
（２）AnnaCostanzaBaldry,Laviolenzadomesticainltalia,AssociazioneDiffe‐
renzaDonnaこの論文の執筆者は，ディファレンツァドンナの責任者のひとりで
ある。
（３）トイレとシャワー付きの個室が，居室として各自に供され，その他，広いロ
ビー，ダイニングルーム，子ども用のプレイルームが共用施設として完備されて
いた。筆者は非常に清潔で明るい印象を持った。
（４）責任者オリア・ガルガーノ（OriaGalgano）さんのコメントによる。
（５）AnnaCostanzaBaldry,ibidem
（６）ibidem．
（７）ibidem．
（２）ディファレンツァドンナの調査によるドメスティック・バイオレンス
の統計と実態
１．暴力の統計
ディファレンツァドンナが運営するローマ県およびローマ市のセンターに
は，毎年，宿泊，相談，法的援助を求めて，1000人以上の女性が訪れる。こ
れらのうち毎年50人以上の女性が，宿泊を求めてくるが，子どもを連れて出
（１）
る女性も多く，年間で約60人の子どもがセンターに母親とともに訪れる。セ
ンターを開設して以来，1999年末までに，センターに援助を求めてきた女性
の数は，5000人を越えている。それらの女性のうち94％が，家庭内で暴力を
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受けた女性である。とくに，その75％は，自分のパートナー（夫，前夫，共
（２）
同生活者）カコら暴力を受けたケースである。虐待（maltrattamento）のケ
ースが，全体のうち49％で最大であり，その１５％は，民事暴力（violenzapri‐
（３）
vata）をともなう暴行や重大な傷害であり，脅迫や侮辱ｶｺﾞ19％である。
12％は，強姦を受けており，５％は，売春を強要されている。このように法
によって追及されるべき重大な犯罪が，長期にわたり放置され，肉体的にも
心理的にも，被害が継続しているのである。
暴力を行使する男性の多くは，正常と判断される男性である（71％)。す
なわち男性には，特に精神的障害はなく，アルコール中毒者でもなく，向精
神薬や麻薬の常習者でもない。すなわち，暴力をふるう男性の職業は，すべ
ての職業層にわたって帰属しているということである。したがって，パート
ナーによる暴力は，特定の階層にのみ存在するのではなく，すべての層にわ
たる現象である。暴力を受け，センターに援助を求めてくる女性の年齢は，
１６歳から65歳まで広範囲にわたっている。そのうち最大の層は，２１歳から４０
歳までである。またすでに暴力をふるうパートナーと別居していても，別居
した男性に追われて暴力を受け続けて助けを求める女性は増加している。さ
らにセンターの調査では，別居した女`性の65％が，前夫また前の共同生活者
の扶養義務の不履行を告発している。
２．妊婦への暴行
イタリアでは，妊娠期間の暴力についてはこれまであまり問題にされなか
った。しかしもし女性が妊娠しているにもかかわらず暴力を受けた場合，さ
らに胎児への影響も懸念され，被害はさらに重大なものとなる。そのため，
ディファレンツァドンナは，パートナーの暴力を受けた女`性の中に，妊娠期
間中の女性が存在するか，さらに女性の受けた暴力の種類および妊娠期間中
にどのように変化するのかを調べる目的で面接調査を行ったところ，妊娠期
（４）
間中の暴力の存在ｶｺﾞ明らかになった。
ディフアレンツァドンナは，1997年から1999年にセンターに援助を求めた
虐待の被害者の120人の女性をサンプルとして女性に生じた被害を調べた。
スティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）イタリアにおけるドメ
ドあり，７８％がイ
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ダリア人で，彼らの年齢の平均は，３８歳であ22％が外国人であり，く
る。子どもは平均２人，
の76％が夫から，２２％】
多い人では５人の子どもがいる女性であった。 女性
6％が夫から，２２％が共同生活者から，２％は，婚約者やボーイフレンド
から暴力を受けていた。暴力を行った男性の97％は，こどもの父親であった。
そして妊娠と暴力の関係について注目すべきことは， 予想とは異なり，妊
虐待を受けた女性の娠が虐待の抑止とはなっていないということである。
妊娠期間中も虐待を受けていたという結果であった。90％が， またこれらの
ケースの24％は，暴力は妊娠期間に始まり，３９％は，暴力は変わらず継続し
ているというものであり，２６％は，増加したケースであった。８％だけが減
少したというものであり，３％だけが止んだというものである。
（１）AnnaCostanzaBaldry,ibidem．
（２）maltrattamentoは，刑法典572条に定められている家族または児童に対する
虐待の罪である。虐待の概念は，個々の犯罪行為ではなく，被害者の人格を永続
的に厄め，抑圧するために複合的に行われた行為をいう。もし個々に行われた行
為が合法であっても，それらの行為が結びついて，被害者の人格を厄める場合に
は家族の虐待の罪が成立する。NuovoDizionarioGiuridico,EdizioneSimone，
1996,plO58．
（３）Violenza Privata刑法典610条に定められている犯罪で， 暴行または脅迫によ
り人に何かを行わしめ，甘受させ，または解怠することを強いる犯罪である。
NuovoDizionarioGiuridico,EdizioneSimone,1996,ｐ､1818.わが国の強要罪に
近い犯罪である。
（４）AnnaCostanzaBaldryjbidem．
･バイオレンスによる被害と影響(3)
１．
ドメスティック
暴力の女性に対する被害と影響
ドメスティックバイオレンスの被害の結果のディファレンッァドンナは，ドメスティ
研究を続けているが，センターの経験でも， 生活や肉体に対する一連の重大
な暴行や脅迫の経験を受けた女性は心理的外傷後スト レス障害（Disturbo
Post-TraumaticodaStress（DPTS)）の症状を示すということを確認し
（１）
ている。苛酷な経験を強いられた者は，肉体的苦痛以上に｣L､理的苦痛を体験
1７６
するからである。特に虐待のケースが問題なのは，トラウマとなる経験や事
件だけが問題なのではなく，受けた暴力の被害が時間が経過するに従って，
心理的により重くなり繰り返され続けることにあるという。
ドメスティックバイオレンスから生き残った女性は，トラウマから付随し
て生じた心理的肉体的症状を強く示しているが，それはこの種の被害者の特
徴的なものである。とくに，ドメスティック・バイオレンスのケースは，肉
（２）
体的被害以外に，次のいくつｶｺの症状を通常示している。
不安の反応，うつ状態，パニックに陥ること，トラウマとなる事件が周期
的に心を占めること，トラウマを想起されるものを避けること，一時的なも
のを含めた記憶喪失，昼夜逆転，不眠症，自己の肉体の否定（体重の著しい
増加や減少，自己の人格への関心の欠如）`性的衝動の減退，肉体的接触や人
間関係を築く能力の欠落，感情の硬直，他人の要求の否定，感,情の急激な変
化などである。これらの症状の存在を確認することは，被害の全体を確定し，
暴力を防止することの重要`性を示している。
（３）
特Iこ，妊娠時期における暴力は，著しい被害結果をもたらす。センターの
調査では，胎児に関しては，５７％の女性には重大な合併症は存在しなかった
が，５％の女性に流産を引き起こしたこと，７％に機能不全，１５％に早産が
生じたこと，１６％は脅されて中絶となったことが明らかになった。妊娠女性
の受けた被害のうちで，肉体的な被害は，骨折や骨のひびが９％，血腫が
73％，頭蓋の損傷が１５％，生殖器官への障害が10％，腹痛が47％である。精
神的な暴力を受けた女`性は，３０％が恐怖を，７７％が怒り，７２％が不安，６０％
が相手に対する信頼の喪失，６２％が自分への信頼を喪失している事実が明ら
かになっている。これらの統計は，妊娠が暴力を防止する要因とはならず，
胎児や女`性への妊娠期間の暴力による被害が重大であることを示している。
またディファレンツァドンナの調査で明らかになったことは，妊娠期間中
に女』性と関係する医師，婦人科医などの専門家が，暴力のサインに気付く機
会は多くあるはずなのに，妊娠女`性に対する暴力に対して無知なことである。
したがって医師などの専門家は女`性が暴力から脱出するのを助け，胎児にも
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１７７
女性にも最大の被害が生じるのを防ぐために，これらのサインに特別な注意
を払う必要があることを前記調査結果は示している。
この点で重要なのは，内科医，産婦人科医などの医療従事者や社会や福祉
や制度の係員には，妊娠女性に対する暴力の事実を早期に発見し適切な対応
をするための研修が必要だということである。これらの職業に従事する者は，
暴力の危険にある妊娠女性を助け出しうる可能性がありまた責任もあるので
（４）
ある。
２．子どもに対する被害と影響
ディファレンツァドンナは，女性が受けた暴力のメカニズムだけでなく，
（５）
暴力の目撃者である子どもに対する暴力の影響をも調査した。その調査結果
は，父親の母親への暴力を目のあたりにした子どもたちが，父親の行動につ
いても，父母の関係についても，不快であることを告発している。子どもが
直接に受けた，またはそれを目にした（肉体的または`性的）暴力は，短期で
あろうと長期であろうと，子どもによい影響をもたらさないという。
子どもは直接暴力に出会わなくとも，父親が母親に暴力を用いていること
は知っているのである。なぜなら母親が泣き叫ぶのが聞こえたり，殴打や平
手打ちの音や，物の壊れる音が聞こえるし，母親の身体にある青いあざや暴
力の跡を見るからである。暴力を見たことやそれに気づいたことは子どもに
強いトラウマとして残る。したがって暴力をふるう父親との生活を継続する
ならば，成人しても正常な社会生活を送るのに障害が出るであろう。但し，
子どもたちは，後の対応により，経験した暴力について反応が異なるという。
すなわち，心的外傷は，暴力の原因から遠ざけることで消え去る傾向があり，
実際に子どもたちを連れて母親が暴力をふるうパートナーから離れると，子
どもたちは，時間の経過にともなって受けた暴力を忘れ，心理的バランスを
再び取り戻すという。そして，ディファレンツァドンナの経験では，直接に
父親の暴力を目撃しまたは暴力を受けた多くの子どもたちも，その困難を乗
り越え正常な人生を送っているという。
ドメスティックバイオレンスを目撃した子どもたちは，次のような様々な
１７８
（６）
領域で不適応のｿﾋ侯を示している。
ａ）行為の上での不適応
暴力を目撃した子どもたちは，家庭や，とくに学校で攻撃的で暴力的な行
動（友達を殴ったり，教師を侮辱したり，学校での破壊行為）や暴力主義
(bullismo）の様相（侮辱や脅しや暴力で支配しようとする傾向）を示す。
実際に家庭の中の暴力と学校での暴力主義（Bullismo）との間には何らか
の関係が存在すると考えられる。また頻繁ではないが，逸脱した行為（窃盗
行為，殴打行為，傷害行為）や，表面からは明らかでないが，親の暴力によ
る影響が潜んでいると見られる行為（肯定の欠如，学校での横暴に耐える傾
向や不眠により示される他の不適応，夜尿症，過食や拒食などの正常ではな
い食習慣，嘔吐）を示すことがある。
ｂ）情緒的不適応
家庭の中での暴力を目撃した子どもの中には，共感する能力を欠いた情緒
不安定や滴癩持ちの傾向があり，衝動的な性向や，極端なケースでは自殺を
企てるうつ状態が見られる。
ｃ）社会的不適応
社会的領域では，仲間との相互作用の能力が減退し，社会的に意思の疎通
をはかる能力に欠ける。
ｄ）認知的（cognitivo）不適応
家族の暴力を目撃した子どもたちは，一般的に他の子どもたちと比較して
学校の達成率が低い。集中能力に欠け，暴力的環境に時間も精神も占められ，
勉強や宿題を家庭で行うことができないことが多い。
ｃ）心理的不適応
一部の子どもたちは，身体的機能不全を訴えるが，それは心理的苦痛や悲
劇を肉体的苦痛に転換した場合である。たとえば不眠症，拒食や過食などの
食欲不振症，湿疹のような皮膚病的な機能不全，大腸炎のような胃腸疾患，
結腸敏感症，頭痛，感染症，アレルギー，夜尿症である。
これらすべての苦痛は，明らかにはなりにくい心理的なものであろうと，
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１７９
肉体的なものや`性的なものであろうと暴力の状況に置かれ続けた結果なので
ある。子どもたちの示す症状は，彼らが不安をもって生きている危険な状況
を知らせている。暴力を受けた女性が暴力から脱出し，男性の暴力を告発す
ることは，女`性だけでなく，子どもの保護のためにも不可欠なことであると
ディファレンツァドンナは強調している。
（１）AnnaCostanzaBaldry,Laviolenzadomesticainltalia,AssociazioneDiffe
renzaDonna
（２）ibidem．
（３）ibidem．
（４）バラード（Ballard）とスピネリ（Spinelli）は，ローマ上級公衆衛生研究所
で女性や環境について疫学的見地から研究している研究者であるが，この両者も
調査によって妊娠期間の暴力が，苦痛や早産，胎盤剥離，胎児への障害，死産な
ど母親にも胎児にも重大な被害をもたらしていることを明らかにしている。Terri
BallardeAngelaSpinelli，Violenzadurantelagravidenza，inViolenzaalle
donneerispostedelleistizioni，FrancoAngeli,2000,pll7ss・バラードとスピ
ネリは，暴力による被害は，原因となる直接の暴力の事件よりも，暴力より引き
起こされるストレスにより間接的に生じうるとして，妊娠と暴力の関係について
つぎのような調査結果を発表している。まず，妊娠期間の暴力の主な原因につい
ては以下のとおりである。
①185％で一番大きい原因が胎児へのジェラシー（例：女性が男性のことより
も子どものことを多く気にかけるようになること）②14.8％が必ずしも胎児に対
するのではなく，妊娠した彼女自身への怒り（例：妊娠したために男性にかかわ
れないこと③14.8％が出産に対する怒り（例：男性が出産を望まなかった）④
４６％は暴力の原因は妊娠と関係ない場合（すなわち，すでに存在していた暴力の
継続）である。また妊娠期間中に暴力を受けた女性は，年齢や家族の収入，教育，
暴力をふるう相手との関係との期間について，他の女性との違いはみられなかっ
たという。
そして女性に対する暴力は，蔓延しており，毎年イタリアにおいて妊娠する女
性55万人に換算すると，妊娠期間中の暴力の被害者は，21,500人から46,000人と
なる可能性があるとする。そしてバラード（Ballard）とスピネリ（Spinelli）は，
妊娠期間の暴力について，次のような結論を導いている。
暴力の被害者の女性が医師のもとを訪れるとき，女性は，暴力の事実を明らか
にしないことが多い。そこでもし暴力の疑いがあれば，医療保健の従事者は，女
性に特別な質問によって調査する義務があるだろう。とくに，妊娠期間は，女性
は多くの公衆衛生の管理の下にあり，こうしたスクリーニングは，とくに暴力を
受けている女性を探し出すためには意味がある。妊娠期間中に繰り返していくつ
1８０
カユの質問するという単純な方法で，直ちに援助の必要な虐待を受けている女性を
発見することができる。しかし多くの医療保健の従事者は，このように直接に暴
力について質問することをこれまでなかなか実行しようとはしなかったので，こ
れを行なうには特別な訓練が必要である。したがって，女性と関わるすべての社
会保健の従事者には，育成のためのプログラムと職業上の研修が必要である。そ
して暴力を受けた女性を支援するために，制度の側からの資金援助がなされる民
間の暴力防止組織，ボランティアの組織や公的サービスの存在が不可欠である。
（５）AnnaCostanzaBaldry,ibidem
（６）ibidem．
Ｖ・イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスに
対する司法上の問題点と暴力防止組織の法的対応
ディファレンツァドンナの調査により，ドメスティック・バイオレンスが
妻だけでなく子どもに対しても著しい被害が生じていることが前章で明らか
になった。しかし，イタリアの司法制度が，ドメスティック・バイオレンス
の被害の救済について十分に機能しているとは言い難い。本章では，その司
法制度上の問題点と，ディファレンツァドンナが被害者の公正な司法的救済
のためにどのような対応を行っているかをみてみたい。
（１）ドメスティック・バイオレンスに対するイタリアの司法制度の問題点
ディファレンツァドンナの法的業務に携わるテレーザ・マネンテ弁護士
(TeresaManente）は，ディファレンツァドンナの活動から，ドメスティ
ックバイオレンスの被害者の救済のためには，以下のことが必要であること
（１）
を指摘している。
１．ドメスティックバイオレンスのような人の生命に関わる犯罪では，告
訴が速やかに受理され，予備捜査（indaginipreliminari）の段階でも，公
判の段階においても，手続が滞りなく進行するためのシステムがつくられる
ことが必要である。
裁判所の多くの業務は，刑事手続きを量的官僚的にこなすことに費やされ，
生命の危険の状況を告発する告訴の意味を考慮していない。現にローマでは，
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１８１
告訴と訴訟の間では，３年も４年もかかっている。しばしば，このことは，
（２）
被告人と検察官との間の取引制度（patteggiamento）の結果をもたらし，
被害者の保護がなおざりにされている。
２．取引制度（patteggiamento刑事訴訟法典444条）の制度を見直すこ
とがなされなければならない。
人に対する犯罪については完全に取引制度（patteggiamento）を排除す
るか，その前に被害者が損害賠償を得るための何らかの仲裁措置が優先され
るようにする。
３．ドメスティックバイオレンスの専門家の集団を裁判官や警察官につく
ることが必要である。
ローマではすでに性暴力の犯罪について警察官や検察官の専門集団が存在
し，非常によい結果を生みだしている。ディファレンツァドンナは，女`性に
対する虐待を防止するために積極的に活動する警察官を養成する目的で，警
察で研修プロジェクトを行っている。ミラノでは，すでに家族の虐待の問題
を中心に活動する警察官・検察官の専門集団が以前からつくられて活動して
いる。
４．検察官は，告訴された暴力行為だけでなく，それ以前の告訴にも強い
（３）
注意を払うことｶﾇ求められる。
ディファレンツァドンナでは，女性は何度も脅迫，暴行，傷害などその
時々になされた個々の行為についてパートナーを告訴していることが明らか
になっている。しかしこの事実は，個々の事件や行為と解されてはならない
のである。これらの個々の事実を結びつけて考えれば，行為者の犯罪的人格，
虐待の犯罪を立証するために必要な行為の習慣性や犯罪の計画性が即時に明
らかになるからである。そのために検察官は，以前に告訴がなかったかどう
かを，調べなければならない。検察庁になされた告訴は，個々の事件により，
異なる検察官に委ねられているため，センターでは，彼らの複雑な事実と状
況の要約を以前の告訴状を提示して検察庁に提出するという習慣を確立した。
（４）
５．検察官と予審半Ｉ事は，予防処分（misurecautelari）の適用の主張を
1８２
検討することが必要である。
特に住居への立ち入りの禁止（ildivietodidimora刑事訴訟法典283条）
と司法警察への出頭の義務（robbligodipresentazioneallapolizia刑事訴
訟法典282条）である。虐待の重大なケースでは，女`性や子どもの安全の保
護が重要であり，告訴した女性はさらなる暴力を夫や共同生活者から直ちに
受ける危険があるので，滞在の禁止は，暴力をふるう危険なパートナーを家
から遠ざけることになり非常に重要な措置である。また究極的な虐待行為を
避けるために，警察で女性の職場や住居から離れることを署名する義務を課
する措置の適用も意味がある。
そもそも，ドメスティック・バイオレンスの原因は加害者の男性にあるの
であり，被害者の女性に責任があるわけではない。しかしこれまでの一般的
社会意識では，この責任の所在は明確ではなかったため，ドメスティック・
バイオレンスの救済は，被害者の女性を暴力をふるう男`性から隔離するとい
う方法で行われた。しかし女性に責任がない以上，問題解決のリスクを被害
者の女`性に負わせ女'性が住居を追われるのではなく，加害者にリスクを負わ
（５）
せ加害者を被害者の住居から立ち退かせるという方法ｶｺﾞとられるべきである。
この意味で保全措置は意義のある制度であるが，しかしこれらの保全措置は
これまで充分に機能しなかった。そこで家族の中の暴力についての具体的な
状況や要求に合わせて，様々な制度を組み合わせることが可能な”家族関係
における暴力に対する措置,，法案が1997年に上院を通過し現在下院で審議さ
れている。これは，刑事告訴の結果としても，民事の裁判の中でもパートナ
ーを住居から遠ざけることを可能にしている。さらにこの法案は刑事的側面
では，新しい刑事の保全措置を導入し，家庭内で犯された犯罪のケースでも，
加害者の男性には家族の住居を直ちに離れる義務が生じるというものである。
民事的側面では，独立してまたは裁判別居の訴えに挿入される保全措置とし
て，夫や共同生活者の行為が女性の自由に対して危険が認められる場合には，
夫やパートナーを家族の住居から遠ざけることを可能にする。そして民事で
あれ刑事であれ，裁判官は，女性が曰頃出入りする場所に近づくことの禁ず
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１８３
る特別な命令を発することができる。この法案の可決は女性が，暴力の状況
から脱出することを決意する場合に，直面しなければならない大きな障害の
具体的解決をはかる重要な意味を持つものである。
（２）ディファレンツァドンナの暴力防止のための法的支援活動
以上の法的問題点に対応するために，ディファレンツァドンナのメンバー
の弁護士も協力して被害者の女性を援助する。ディファレンツァドンナおよ
びメンバーの弁護士は，ディファレンツァドンナに援助を求めてきて告訴を
（６）
提出する決意をした女`性には，以-Fの基本的経過で法的援助を与えている。
１．告訴の段階
被害者の告訴にあたり，裁判官に事実を完全に理解してもらうために役に
立つ事実，状況，証拠，男`性の暴力の態様などすべての事情を記述する告訴
状の作成をディファレンツァドンナが援助する。
２．告訴後の，ディファレンツァドンナと被害者との面接の報告書の提出
毎週の面接により女性の状態を見守っているセンター員が報告書を作成す
るが，これは女性によって提出された申立を補完するために有意義である。
なぜなら女性はセンターに助けを求めてきた直後は，強い精神的ショックに
より混乱しており受けた暴力の態様を明らかにすることはできない。また多
くの女`性は受けた暴力を乗り越えようとして，自ら事実を忘れようとする傾
向があり，時間の経過とともに暴力の態様についての詳細な記憶は失われて
しまう。詳細な暴力の事実についての再現は，センターの専門家の助けを得
て，初めて可能になるのである。助けを求めてきた当初から女性を支えてき
たセンター員の報告は，被害者の代理人である弁護士や検察官の指示により，
裁判所に証言を求められた場合にも有用となる。
３．女』性の精神的外傷（トラウマ）の被害に対する心理的報告書の提出
センターの心理面の担当者は，被害の大きさや重大性を判断するためにも，
一連の面接により長短期間にわたって受けた暴力の結果を調べる。その心理
的報告書は，受けた犯罪の惨劇の結果を表しており，この種の犯罪が引き起
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こす被害の重大』性を知って初めて，女性に対する暴力についての裁判の基礎
にあったこれまでの男性の暴力を容認する保守的な文化を根本的に変革する
ことが可能となるのである。特に，強姦の裁判においては，精神的外傷の存
在の立証により，’性行為に対する同意の欠如を推定しうるのである。ディフ
ァレンツァドンナは，数年にわたり，ローマの多くの裁判官や暴力と対決す
る検察官と協力網を作り上げた。
４．裁判手続への参加
裁判の側面では，ディファレンツァドンナは，犯罪被害者の権利の保護の
ために，センターに助けを求めてきた被害者の女`性のすべての裁判手続に参
（７）
ｶﾛし，刑|事訴訟法75条の損害賠償請求者（partecivile）となるのを助ける。
５．裁判に備えた女性の訓練
裁判に向けた訓練は，非常に重要でかつまたデリケートな問題である。な
ぜなら裁判所で女`性が証言する場合には，被告に対面し，受けた暴力の衝撃
や精神的傷を再現することになるが，そのような状況では，裁判官の求めに
応じて正確な状況について証言をすることは困難である。女I性は，精神的に
傷ついている上に，さらにいわゆる家庭内の秘密を守れなかった告訴人の女
性を責める社会的価値観に追い打ちをかけられることになる。こうした理由
から，多くのケースでは，暴力が行われたことを再現する際に，自らを屈辱
的存在のように感じて，女性は多くを語ろうとしない。そこで裁判にあたっ
て女性を訓練することは，女｣性が自分を屈辱的存在の被害者ではなく，受け
た被害についての正当な回復を求める主体であると感じさせる重要な意味を
（８）
もつのである。
以上のようにディファレンツァドンナが裁判手続に介入することは，裁判
手続を支配する男'性の暴力を容認する保守的な考え方を変革することになる
のである。ドメスティックバイオレンスの大きな問題は，ドメスティックバ
イオレンスの正確な状況について，一般社会だけでなく，司法の領域におい
ても誤った理解がなされていることである。ドメスティックバイオレンスは
警察官の仲裁で解決しうる夫婦喧嘩ではなく，女性の身体や精神に対する犯
イタリアにおけるドメスティック・バイオレンスの現状と法的課題（椎名）１８５
罪であり，基本的人権の行使の侵害なのである。そこで，まず第一に，ドメ
スティックバイオレンスは，子どもや女性の肉体的，心理的な安全に対して
直接的に，間接的に脅かす人に対する犯罪であるということを司法関係者は
（９）
もとより，一般社会にも理解を促す必要がある。第二に，そのためには女性
に対する暴力の重大さを，研究や被害の調査により浮かび上がらせる必要が
ある。そして第三に，‘性暴力もいまだに裁判所の法廷で考えられるような，
Ｉ性行為や性的欲求の程度を越えたものではなく，まさに肉体，心理的全体に
わたる加害行為であるということを明らかにする必要があるという。
（１）TeresaManente,Laviolenzadomesticanelsistemagiuridicoitaliano,Ｄｉｆ
ｆｅｒｅｎｚａＤｏｎｎａ．
（２）patteggiamento（イタリア刑事訴訟法典444条乃至448条）検察官と被告人が，
情状等により，財産刑に代用したり，拘留刑の三分の一まで減刑すること（但し
二年を越えてはならない）について合意する制度。この取引制度が適用される場
合には，裁判官は検察官の提出した書類を基礎に判決を下すNuovoDizionario
Giuridico,EdizioneSimone，1996,ｐ、1248.
（３）TeresaManente,ibidem．
（４）misurecautelari（イタリア刑事訴訟法典272条乃至325条）裁判所によって行
われ，予備捜査の段階でも，裁判手続においても行われる。人に対する処分は，
犯罪についての重大な証拠の存在によって行われ，捜査の必要性，逃亡の恐れ，
共同体の保護の必要性の三つの要件によって認められる。警察への出頭義務（イ
タリア刑事訴訟法典282条）は，生活や職務を危うくせずに被告人を監督する目的
でなされる。住居への立ち入り禁止（イタリア刑事訴訟法典283条）は，事前の裁
判官の許可なく，一定の場所に住むことおよび近づくことを禁止する制度である
NuovoDizionarioGiuridico,ＥｄｉｚｉｏｎｅＳｉｍｏｎｅ，1996,ｐ､1104.
（５）ディファレンツァドンナの責任者のオリア・ガルガーノ（OriaGalgano）さ
んの指摘。
（６）TeresaManente,ibidem．
（７）partecivile（イタリア刑事訴訟法典74条乃至82条）犯罪により被害を受けた
者またはその相続人は，損害賠償請求者（partecivile）として，刑事裁判の中で，
被告から損害の回復や損害賠償を得る目的で民事裁判を行うことできるという制
度。partecivileは，民事裁判の形式で行われるが，刑事裁判に挿入されるのであ
るNuovoDizionarioGiuridico,ＥｄｉｚｉｏｎｅＳｉｍｏｎｅ，1996,ｐ1236.
（８）TeresaManente,ibidem．
（９）TeresaManente,ibidem．
1８６
Ⅵ、結び
以上，イタリアの民間の暴力防止組織で全国的に女`性の相談活動を展開す
るテレフォノローザと多彩で積極的に活動するディファレンツァドンナの活
動を見てきた。テレフォノローザとディファレンツァドンナの調査は，これ
まで考えられていたように，暴力をふるう男`性が教育程度の低い特別な階層
の男性ではなく，全部の職業層にわたっていることを明らかにした。ここか
らドメスティックバイオレンスは，イタリアにおいても，一部の女`性に限定
された問題ではなく，女J性全体に深く関わる問題であることがわかる。また
ディファレンツァドンナの調査からは，妊娠期間中にも暴力は継続し，妊娠
が暴力の抑止の原因とはなっていないことも明らかになった。またディファ
レンツァドンナは，ドメスティックバイオレンスは，女'性に対してだけでな
く，さらに子どもに対しても大きな被害や悪影響をもたらしている点を指摘
する。そしてディファレンツァドンナは，男性の女'性に対する暴力を防止す
るためには，親の暴力の目撃者である子が成人して自ら暴力の加害者となる
暴力の世代間連鎖を防ぐことが不可欠であることを認識し，そのために小学
校等で暴力防止のための教育活動を展開している。
さらにディファレンツァドンナの注目すべき活動は，被害者の女性を援助
するために，司法制度に積極的に関わっている点である。イタリアでも，警
察，検察，裁判官などの司法関係者においても男性優位の考え方が根強い結
果，夫の妻に対する暴力は犯罪であるとの認識が低く，被害者の法的救済は，
これまで十分に行われて来なかった。しかし，夫の妻に対する暴力は，単な
る夫婦喧嘩ではなく明確な犯罪である。ただ女性が経済的に独立できないこ
とや子どもとの別離に対する不安のため，犯罪として告発できなかったにす
ぎない。また夫の暴力の原因を妻の責任に転嫁されてしまうことも多い。こ
のような司法制度の根底にある偏見を払拭するためにディファレンツァドン
ナは警察などにも研修を行い警察や検察官との協力関係を築いている。これ
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らの活動の結果，現在ではローマの警察や検察庁には女`性に対する暴力を専
門に扱うグループがつくられて効果をあげている。また被害者の女｣性が男性
を刑事告訴するにあたっては，警察や検察官などがドメスティックバイオレ
ンスに対する偏見によって不当な訴追や裁判が行なわれないように，司法手
続をチェックし被害者を援助している。このようなディファレンツァドンナ
の活動は，司法制度に根強く横たわる男性の暴力に対する誤った認識を改め
させるに役立っている。そしてディファレンツァドンナの最近の活動は，こ
れまでの被害者を保護して暴力夫から女性を隔離するという援助の方向から，
加害者を隔離するという方向に転換をはかりつつある。なぜならドメスティ
ック・バイオレンスのリスクは，加害者の男`性に帰せられるべきであるにも
かかわらず，被害者の女性が住居を追われるのは不合理であるからである。
現在下院で審議中の夫の住居への接近を禁ずる,､家族関係における暴力に対
する措置”法案もこのように加害者にドメスティックバイオレンスの責任を
帰すろ方向に位置するものである。
わが国の裁判制度においても，夫やパートナーの暴力に対しては正しい理
解がなされているとは言い難い。警察に夫の暴力を訴えた場合，警察が積極
的に活動しない理由は，「法は家庭に入らず」という原則の存在もひとつに
は挙げられるが，しかし男性の暴力を容認する考え方が根強く存在すること
も大きな理由である。また本稿の冒頭でも指摘したが，裁判や調停の手続に
おいては，調停委員，裁判官の考え方の中には，夫婦喧嘩に暴力はつきもの
という考え方や，夫の暴力は妻の対応に触発されたという考え方から妻に責
（１）
任を転嫁する傾向も存在する。このよう|こ人権救済のための機関である司法
制度にして，夫の妻に対する暴力の問題`性は，正しく認識されていないので
ある。本稿で示したイタリアの司法制度の問題点は，わが国と司法制度も異
なり，そのままわが国の参考になるものではないかもしれない。しかし，司
法制度における男性の女性に対する暴力に対する偏見を取り除くためのディ
ファレンツァドンナの活動はわが国にとっても学ぶべき点があると考えられ
る。今後わが国の司法制度においても，男`性の女性に対する暴力，夫による
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妻への暴力の問題に対する正しい理解がなされるための研修や教育は不可欠
である。
ところで，ディファレンツァドンナの積極的な活動を可能にしているのは，
地方自治体のセンターヘの全面的資金の援助である。この資金援助の結果，
被害者の女性は援助を求めて無料で施設を利用することができるのである。
しかしわが国では，国はいまだ民間のシェルターへの援助は行っていない
し，地方自治体でも民間センターに資金援助を行っているのは非常にわずか
（２）
である。ほとんどの民間シェノレターは，支援する会員からの寄付や会費でま
（３）
かなわれている。またわ力１国の民間のセンターは，財源不足から普通のアパ
ートや民家をシェルターとして利用しているが，この点でもデイファレンツ
ァドンナが堅牢な建物を県から無償で借り受けていたのとは異なる。堅牢な
建物を施設として利用できることは，活動に対する安全'性が保障されている
ことであり，活動の展開にも影響することである。このようにイタリアでは
民間の暴力防止組織は夫の暴力で苦しむ女性を救済するのに非常に力を発揮
しているが，それは国や地方自治体の資金援助を得て初めて可能となったの
である。わが国の民間シェルターは，財源不足，スタッフ不足の中でスタッ
フの熱意により活動を展開しており，これら民間シェルターへの国や自治体
からの援助を早急に実現する必要がある。
なお，本稿ではドメスティック・バイオレンスについてのイタリアの法的
問題点および，“家族関係における暴力に対する措置，，法案については，紙
幅の都合もあり十分に論述することができなかった。次稿の研究課題とした
い。
（１）日本弁護士連合会「シンポジウム基調報告書女性に対する暴力」1995年３
月。
（２）現在民間施設に財政援助を与えているのは，1998年末現在東京都と新潟県だ
けである日本ＤＶ防止情報センター編「ドメスティック・バイオレンスの視点」
朱鷺書房（1999年）248頁。
（３）前掲書「ドメスティック・バイオレンスへの視点」176頁。
